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県都構想は見当違い？
将来の選択肢の一つとして 
  

静岡市を東京２３区のような特別区にする

という「県都構想」が注目を集めています。川

勝知事が県都構想について自ら説明した広聴

会に私も参加しましたが、参加者からは賛否両

論の意⾒が出されました。 

   

県都構想、そして、静岡市等の政令指定都市

市⻑が実現を目指している「特別⾃治市構想」

双方の具体的な姿や効果等は、まだ十分に示さ

れていません。また、どちらの構想を実現する

にも法改正が必要であり、実現には⻑期間を要

しますが、静岡市の将来の選択肢として、両者

とも真剣に検討すべきと私は考えています。 

 

思い付きの県都構想？ 
 

川勝知事が県都構想を提唱し始めたのは、今

年の５⽉１７⽇に⾏われた⼤阪都構想に関す

る住⺠投票の直後頃からです。⽥辺市⻑や静岡

市議会、そして私を含む静岡市内選出の県議会

議員等に対して事前説明がなかったことから、

大阪都構想から得た「知事の思い付き」という

印象をお持ちの方は多いようです。しかし、こ

れまでの川勝知事の言動をたどれば、県都構想

は決して思い付きのものではありません。 

 

川勝知事は、⽥辺市⻑が初当選する前から、

静岡市⻑や浜松市⻑が唱える特別自治市構想

の実現に向けて協⼒することを表明してきま

した。この「特別自治市」とは、道府県と同等

の権限、財源を持った大都市を指します。つま

り、道府県からの独⽴を意味します。 
 

【現在の政令指定都市】 

 

【特別自治市構想】 

 
 

 ところが、県から独⽴するということは、特

別自治市内にある県施設については、市外に移

転（あるいは廃止）するか、特別自治市に移管

することが必要となります。何故なら、独⽴し

た特別⾃治市⺠が払う税⾦は、当然ながら、県

施設の為には使われないからです。 
 

【県都構想】 
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静岡市のような県庁所在地（県都）には数多

くの県施設があります。県庁、グランシップ、

県⽴美術館、草薙総合運動場、県⽴⾼校、特別

⽀援学校、県営住宅、警察署、交番、そして直

接的には独⽴⾏政法⼈が運営する県⽴総合病

院、こども病院、県⽴⼤学等です。こうした施

設が市外に移転した場合、そこで働く職員（県

庁だけでも４千人以上）も移ることになります

し、移管した場合は、巨額の維持管理費を特別

自治市は負担しなければなりません。 

 

横浜市（３７１万人）大阪市（２６９万人）

名古屋市（２２７万⼈）のような⼤きな政令指

定都市には、そうした県施設の移管に十分対応

できるだけの財政基盤（静岡県と同規模の年間

予算（１兆円以上））があります。しかし２０

ある政令指定都市の中で最も⼈⼝が少ない静

岡市（７０万人）の年間予算は２８００億円程

であり、特別自治市になるのに相応しい財政⼒

があると⾔い切れるでしょうか。川勝知事が特

別自治市に代わる選択肢として県都構想を提

唱するに⾄った理由の⼀つがここにあります。 

 

将来の大幅な人口減少に 

今から備える！ 
「今のままでいいじゃないか」という方も多

いでしょう。しかし、これから少なくとも数十

年は⼈⼝減少が続くことが決定的な現実を考

えれば、そうとばかりは言っていられません。 

 

 地方自治法は政令指定都市の要件として、

「人口５０万人以上」を掲げています。つまり、

法改正がない限り、人口が５０万人を下回れば、

静岡市は政令指定都市の資格を失うことにな

りますが、その可能性は大きいと考えるべきで

す。県の将来人口推計によれば、合計特殊出生

率（静岡市の出⽣率は２０１３年１．４１）が

２０２０年までに２．０７に上昇、そして社会

移動（同２０１４年９２６⼈流出）が均衡し、

それらが維持されれば、５３万人程までの減少

で留まります。しかし出⽣率を数年で２．０７

（⼈⼝置換⽔準）にまで引き上げることは不可

能と言うべきで、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究

所（社人研）による推計の傾向が継続した場合

には、２０５０年頃には５０万⼈を下回り、そ

の後も更に人口は減少し続けます。 

 

社人研の推計のような状況にまでは至らな

いとしても、近い将来、静岡市の人口が５０万

⼈を切る可能性は⼗分にあると厳しく想定す

べきです。選択の結論を直ちに出す必要はあり

ませんし出すべきでもありません。しかし、今

のままで良しとはせず、静岡市のグランドデザ

インを描くとも言うべき大きな課題として、県

都構想、特別自治市構想等について今から考え、

将来の大幅な人口減少に備えることは私達大

人の責任です。大いに議論していきましょう︕

 

社人研推計の傾向が継続する場合 

静岡市の将来人口の長期的な見通し 

※県作成資料を加工 

2020年に、合計特殊出生率が2.07 に

上昇し、社会移動が均衡した場合 

開所時間：月～金（休祝日除く）９時～１５時 ※南幹線沿いにあります 

毎月第２金曜日 
午後６時３０分 
FM･Hi!で放送中 


